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議第４７号 

 
瑞浪市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の制定につ

いて 

 
瑞浪市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例を次のように制

定するものとする。 

 
令和元年８月２８日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 
瑞浪市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０３条の

２第５項、第２０４条第３項及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号。以下「法」という。）第２４条第５項に基づき、法第２２条の２第１

項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）の

給与及び費用弁償について定めることを目的とする。 

（会計年度任用職員の給与） 

第２条 前条の給与とは、法第２２条の２第１項第２号により採用された会

計年度任用職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）にあっ

ては、給料、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、

宿日直手当、期末手当及び退職手当をいい、同項第１号によって採用され

た会計年度任用職員（以下「パートタイム会計年度任用職員」という。）

にあっては、報酬及び期末手当をいう。 

２ 給与は、他の条例に規定する場合のほか現金で支払わなければならない。

ただし、会計年度任用職員から申出があったときは、口座振替の方法によ

り支払うことができる。 

３ 公務について生じた費用の弁償は、給与には含まれない。 
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（フルタイム会計年度任用職員の給料） 

第３条 フルタイム会計年度任用職員の給料は、瑞浪市職員の給与に関する

条例（昭和３２年条例第１９号。以下「給与条例」という。）に規定する

行政職給料表を準用し、フルタイム会計年度任用職員給料表（別表第１）

に掲げる職種の区分に応じて適用する。 

２ 職種ごとの職務内容については、市の規則で定めるものとする。 

（フルタイム会計年度任用職員の職務の級） 

第４条 フルタイム会計年度任用職員の職務は、その職種ごとに、その複雑、

困難及び責任の程度に基づき、これを別表第１に定める職務の級に分類す

るものとし、その分類の基準となるべき職務の内容は、フルタイム会計年

度任用職員等級別基準職務表（別表第２）によるものとする。 

（フルタイム会計年度任用職員の号給） 

第５条 フルタイム会計年度任用職員となった者の号給は、市の規則で定め

る基準に従い任命権者が決定する。 

（フルタイム会計年度任用職員の給料の支給） 

第６条 フルタイム会計年度任用職員の給料の支給については、月の初日か

ら末日までを計算期間とし、市の規則で定める期日に支給する。 

（フルタイム会計年度任用職員の通勤手当） 

第７条 フルタイム会計年度任用職員の通勤手当は、給与条例の適用を受け

る常勤の職員（以下「常勤職員」という。）の例により支給する。 

（フルタイム会計年度任用職員の時間外勤務手当） 

第８条 フルタイム会計年度任用職員の時間外勤務手当は、常勤職員の例に

より支給する。 

（フルタイム会計年度任用職員の休日勤務手当） 

第９条 フルタイム会計年度任用職員の休日勤務手当は、常勤職員の例によ

り支給する。 

（フルタイム会計年度任用職員の夜間勤務手当） 

第１０条 フルタイム会計年度任用職員の夜間勤務手当は、常勤職員の例に

より支給する。 

（フルタイム会計年度任用職員の宿日直手当） 

第１１条 フルタイム会計年度任用職員の宿日直手当は、常勤職員の例によ
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り支給する。 

（フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１２条 任期の定めが６月以上のフルタイム会計年度任用職員の期末手当

は、期末手当基礎額に乗ずる割合に関する部分を除き、常勤職員の例によ

り支給する。この場合において、期末手当基礎額に乗ずる割合は、１００

分の７２．５とする。 

２ 任期の定めが６月に満たないフルタイム会計年度任用職員の１会計年度

内における会計年度任用職員としての任期の定めの合計が６月以上に至っ

たときは、当該フルタイム会計年度任用職員は、当該会計年度において、

前項の任期の定めが６月以上のフルタイム会計年度任用職員とみなす。 

３ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで会計年

度任用職員として任用され、同日の翌日にフルタイム会計年度任用職員と

して任用された者の任期（６月未満のものに限る。）の定めと前会計年度

における任期（前会計年度の末日を含む期間の任用に係るものに限る。）

の定めとの合計が６月以上に至ったときは、第１項の任期の定めが６月以

上のフルタイム会計年度任用職員とみなす。 

（フルタイム会計年度任用職員の退職手当） 

第１３条 フルタイム会計年度任用職員の退職手当の額及び支給方法は、岐

阜県市町村職員退職手当組合退職手当条例（昭和３６年組合条例第３号）

の定めるところによる。 

（フルタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの給与額） 

第１４条 フルタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの給与額は、常

勤職員の例により算出した額とする。 

（フルタイム会計年度任用職員の給与の減額） 

第１５条 フルタイム会計年度任用職員が定められた勤務時間中に勤務しな

いときは、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）による

休日（以下「祝日法による休日」という。）又は代休日を指定されて、当

該祝日法による休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務したフルタイム

会計年度任用職員にあっては、当該休日に代わる代休日（以下「祝日法に

よる休日等」という。）である場合、１２月２９日から翌年の１月３日ま

での日（祝日法による休日を除く。以下「年末年始の休日」という。）又
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は代休日を指定されて、当該年末年始の休日に割り振られた勤務時間の全

部を勤務したフルタイム会計年度任用職員にあっては、当該休日に代わる

代休日（以下「年末年始の休日等」という。）である場合、有給の休暇に

よる場合その他任命権者が定める場合を除き、その勤務しない１時間につ

き、前条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額する。 

（パートタイム会計年度任用職員の報酬） 

第１６条 月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、

パートタイム会計年度任用職員給料表（別表第３）に定める職種の区分に

応じ、同表に定める方法によって得た額を超えない範囲内において市の規

則で定める額とする。 

２ 日額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、別表

第３に定める職種の区分に応じ、同表に定める方法によって得た額を超え

ない範囲内において市の規則で定める額とする。 

３ 時間額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、別

表第３に定める職種の区分に応じ、同表に定める方法によって得た額を超

えない範囲内において市の規則で定める額とする。 

（パートタイム会計年度任用職員の時間外勤務に係る報酬） 

第１７条 当該パートタイム会計年度任用職員について定められた勤務時間

（以下「正規の勤務時間」という。）を超えて勤務することを命ぜられた

パートタイム会計年度任用職員に対して、その正規の勤務時間を超えて勤

務した全時間について、報酬を支給する。 

２ 前項に規定する報酬の額は、勤務１時間につき、第２４条に規定する勤

務１時間当たりの報酬額に正規の勤務時間を超えてした次に掲げる勤務の

区分に応じてそれぞれ１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲

内で市の規則で定める割合（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時ま

での間である場合は、その割合に１００分の２５を加算した割合）を乗じ

て得た額とする。ただし、パートタイム会計年度任用職員が第１号に掲げ

る勤務で正規の勤務時間を超えてしたもののうち、その勤務の時間とその

勤務をした日における正規の勤務時間との合計が７時間３０分に達するま

での間の勤務にあっては、同条に規定する勤務１時間当たりの報酬額に１

００分の１００（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間であ

-4-



 

る場合は、１００分の１２５）を乗じて得た額とする。 

（１） 正規の勤務時間が割り振られた日（次条の規定により休日勤務に

係る報酬が支給されることとなる日を除く。）における勤務 

（２） 前号に掲げる勤務以外の勤務 

３ 前２項の規定にかかわらず、週休日の振替により、あらかじめ割り振ら

れた１週間の正規の勤務時間（以下この項及び次項において「割振り変更

前の正規の勤務時間」という。）を超えて勤務することを命ぜられたパー

トタイム会計年度任用職員には、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて

勤務した全時間（次条の規定により休日勤務に係る報酬が支給されること

となる時間を除く。）に対して、勤務１時間につき、第２４条に規定する

勤務１時間当たりの報酬額に１００分の２５から１００分の５０までの範

囲内で市の規則で定める割合を乗じて得た額を報酬として支給する。ただ

し、パートタイム会計年度任用職員が割振り変更前の正規の勤務時間を超

えてした勤務のうち、その勤務の時間と割振り変更前の正規の勤務時間と

の合計が３７時間３０分に達するまでの間の勤務については、この限りで

ない。 

４ 次に掲げる時間の合計が１月について６０時間を超えたパートタイム会

計年度任用職員には、その６０時間を超えて勤務した全時間に対して、前

３項の規定にかかわらず、勤務１時間につき、第２４条に規定する勤務１

時間当たりの報酬額に、次の各号に掲げる時間の区分に応じて、当該各号

に定める割合を乗じて得た額を時間外勤務に係る報酬として支給する。 

（１） 第１項の勤務の時間 １００分の１５０（その時間が午後１０時

から翌日の午前５時までの間である場合は、１００分の１７５） 

（２） 前項の勤務（同項ただし書の勤務を除く。）の時間（次条の規定

により休日勤務に係る報酬が支給されることとなる時間を除く。） １

００分の５０ 

（パートタイム会計年度任用職員の休日勤務に係る報酬） 

第１８条 祝日法による休日等及び年末年始の休日等において、正規の勤務

時間中に勤務することを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、

その正規の勤務時間中に勤務した全時間に対して、報酬を支給する。 

２ 前項に規定する報酬の額は、勤務１時間につき、第２４条に規定する勤
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務１時間当たりの報酬額に１００分の１２５から１００分の１５０までの

範囲内で市の規則で定める割合を乗じて得た額とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、祝日法による休日等及び年末年始の休日等

に勤務することを命ぜられた勤務時間に相当する時間を、他の日に勤務さ

せないこととされたパートタイム会計年度任用職員の、当該祝日法による

休日等及び年末年始の休日等の勤務に対しては、同項に規定する報酬を支

給しない。 

（パートタイム会計年度任用職員の夜間勤務に係る報酬） 

第１９条 正規の勤務時間として、午後１０時から翌日の午前５時までの間

に勤務することを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、その間

に勤務した全時間に対して、報酬を支給する。 

２ 前項に規定する報酬の額は、勤務１時間につき第２４条に規定する勤務

１時間当たりの報酬額に１００分の１２５を乗じて得た額とする。 

（パートタイム会計年度任用職員の報酬の端数処理） 

第２０条 前３条の規定により勤務１時間につき支給する報酬の額及び第２

４条に規定する勤務１時間当たりの報酬額を算定する場合において、当該

額に１円未満の端数を生じたときは、これを１円に切り上げるものとする。 

（パートタイム会計年度任用職員の宿日直勤務に係る報酬） 

第２１条 宿日直勤務を命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、給

与条例第１７条の規定により常勤職員に支給される宿日直手当に相当する

額を宿日直勤務に係る報酬として支給する。 

２ 前項に規定する勤務は、第１７条から第１９条までの規定による勤務は

含まないものとする。 

（パートタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第２２条 給与条例第１８条から第１８条の３までの規定は、任期の定めが

６月以上のパートタイム会計年度任用職員（市の規則で定めるものを除く。

以下この条において同じ。）について準用する。この場合において、給与

条例第１８条第２項中「１００分の１３０（行政職給料表１の適用を受け

る職員でその職務の級が７級であるもの（市の規則で定める職員に限る。

第１９条第２項において「特定管理職員」という。）にあっては１００分

の１１０）」とあるのは、「１００分の７２．５」と、同条第４項中「そ

-6-



 

れぞれその基準日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあ

っては、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在）において職員が

受けるべき給料の月額及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当

の月額の合計額」とあるのは、「それぞれその基準日（退職し、若しくは

失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死

亡した日）以前６月以内のパートタイム会計年度任用職員としての在職期

間における報酬（フルタイム会計年度任用職員との均衡を考慮して市の規

則で定める額を除く。）の１月当たりの平均額」と読み替えるものとする。 

２ 任期の定めが６月に満たないパートタイム会計年度任用職員の１会計年

度内における会計年度任用職員としての任期の定めの合計が６月以上に至

ったときは、当該パートタイム会計年度任用職員は、当該会計年度におい

て、前項の任期の定めが６月以上のパートタイム会計年度任用職員とみな

す。 

３ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで会計年

度任用職員として任用され、同日の翌日にパートタイム会計年度任用職員

として任用された者の任期の定め（６月未満のものに限る。）と前会計年 

度における任期（前会計年度の末日を含む期間の任用に係るものに限る。） 

の定めとの合計が６月以上に至ったときは、第１項の任期の定めが６月以

上のパートタイム会計年度任用職員とみなす。 

（パートタイム会計年度任用職員の報酬の支給） 

第２３条 パートタイム会計年度任用職員の報酬は、月の初日から末日まで

を計算期間とし、市の規則で定める期日に支給する。 

２ 日額又は時間額により報酬が定められたパートタイム会計年度任用職員

に対しては、その者の勤務日数又は勤務時間に応じて報酬を支給する。 

３ 月額により報酬が定められたパートタイム会計年度任用職員に対しては、

職員となった日から退職した日までの報酬を支給する。ただし、死亡によ

り退職した場合は、その月の末日までの報酬を支給する。 

４ 前項の規定により報酬を支給する場合であって、月の初日から支給する

とき以外のとき又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その報酬額

は、その月の現日数から当該パートタイム会計年度任用職員について定め

られた週休日の日数を差し引いた日数を基礎として日割りによって計算す
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る。 

５ 前項の規定により当該額に、１円未満の端数を生じたときは、これを１

円に切り上げるものとする。 

（パートタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの報酬額） 

第２４条 第１７条から第１９条までに規定する勤務１時間当たりの報酬額

は、次の各号に掲げる報酬の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

（１） 月額による報酬 第１６条第１項に規定する額を当該パートタイ

ム会計年度任用職員について定められた１月当たりの勤務時間で除して

得た額 

（２） 日額による報酬 第１６条第２項に規定する額を当該パートタイ

ム会計年度任用職員について定められた１日当たりの勤務時間で除して

得た額 

（３） 時間額による報酬 第１６条第３項に規定する額 

（パートタイム会計年度任用職員の報酬の減額） 

第２５条 月額により報酬を定められているパートタイム会計年度任用職員

が正規の勤務時間中に勤務しないときは、祝日法による休日等又は年末年

始の休日等である場合、有給の休暇による場合その他任命権者が定める場

合を除き、その勤務しない１時間につき、前条第１号に定める勤務１時間

当たりの報酬額を減額する。 

２ 日額により報酬を定められているパートタイム会計年度任用職員が正規

の勤務時間中に勤務しないときは、祝日法による休日等又は年末年始の休

日等である場合、有給の休暇による場合その他任命権者が定める場合を除

き、その勤務しない１時間につき、前条第２号に定める勤務１時間当たり

の報酬額を減額する。 

（外国語指導助手の報酬） 

第２６条 第１６条から前条までの規定にかかわらず、語学指導等を行う外

国青年招致事業等により外国語指導助手として任用されるものの報酬は、

月額とし、２８０，０００円以上３３０，０００円以下とする。 

２ 前項に定めるほか外国語指導助手の報酬の支給に関し必要な事項は、任

命権者が別に定める。 

（パートタイム会計年度任用職員に対する通勤に係る費用弁償） 
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第２７条 パートタイム会計年度任用職員が給与条例第１１条第１項各号に

定める通勤手当の支給要件に該当するときは、通勤に係る費用を弁償する。 

２ 通勤に係る費用弁償の額については、給与条例第１１条第２項に規定す

る額の範囲内において市の規則で定める額とする。 

３ 通勤に係る費用弁償の支給日及び返納については、給与条例第１１条第

５項から第８項までの規定の例による。 

（パートタイム会計年度任用職員に対する公務のための旅行に係る費用弁

償） 

第２８条 パートタイム会計年度任用職員が公務のための旅行に係る費用を

負担するときは、その旅行に係る費用を弁償する。 

２ 旅行に係る費用弁償の額は、瑞浪市職員の旅費に関する条例（昭和２９

年条例第１９号）の例による。 

 （単純な労務に雇用される会計年度任用職員の給与） 

第２９条 第２条から前条までの規定にかかわらず、会計年度任用職員のう

ち法第５７条に規定する単純な労務に雇用される者の給与は、給料、通勤

手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末

手当及び退職手当（退職手当については、フルタイム会計年度任用職員に

限る。）とし、その給与の基準は、職務の性質及び責任を考慮して市の規

則で定める。 

 （休職者の給与） 

第３０条 休職中の会計年度任用職員に対しては、いかなる給与も支給しな

い。 

（委任） 

第３１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（令和２年６月に支給する期末手当に係る在職期間の特例） 

２ 令和２年６月に支給する期末手当については、この条例の施行日の前日

において、地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９

年法律第２９号）による改正前の法（以下「改正前の法」という。）第３
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条第３項第３号に規定する特別職として任用されている職員又は改正前の

法第１７条の規定により一般職の非常勤職員として任用されている職員に

係る令和元年１２月２日以降当該日までの引き続いた当該職としての在職

期間については、第１２条において常勤職員の例として算定される在職期

間及び第２２条において準用する給与条例第１８条第２項に規定する在職

期間に通算するものとする。 

（給与改定の不適用） 

３ 人事院の勧告による国家公務員の給与改定に準じ、給与条例を改正する

場合において、当該改正をする年度における給与について当該改正後の規

定が適用される場合においても、会計年度任用職員の当該改正をする年度

における給与については、当該改正後の規定は適用しない。 

別表第１（第３条関係） 

フルタイム会計年度任用職員給料表 

職種の区分 準用する給料表の種類及

び職務の級 
適用する号給の範囲 

（１） 一般行政

事務（他の職種

の区分の適用を

受けないものを

含 む 。 以 下 同

じ。） 

行政職給料表一 １級 
 

１号給 ～ ９３号給 
 

行政職給料表二 １級 １号給 ～ １２１号給 

（２） 保健師、

管理栄養士、介

護支援専門員そ

の他これらに準

ずる業務に従事

するフルタイム

会計年度任用職

員で規則で定め

るもの 

行政職給料表一 １級 
 

１号給 ～ ９３号給 
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（３） 保育士そ

の他これに準ず

る業務に従事す

るフルタイム会

計年度任用職員

で規則で定める

もの 

行政職給料表一 １級 
 

１号給 ～ ９３号給 
 

（４） 学業支援

員その他これに

準ずる業務に従

事するフルタイ

ム会計年度任用

職員で規則で定

めるもの 

行政職給料表一 １級 １号給 ～ ９３号給 

別表第２（第４条関係） 

フルタイム会計年度任用職員等級別基準職務表 

職種の区分 職務の級 基準となる職務 
（１） 一般行政

事務 
１級 定型的又は補助的な業務を行う職務 

その他これに準ずる業務を行う職務 

（２） 保健師、

管理栄養士、介

護支援専門員そ

の他これらに準

ずる業務に従事

するフルタイム

会計年度任用職

員で規則で定め

るもの 

１級 保健師の職務 
管理栄養士又は栄養士の職務 
介護支援専門員の職務 
その他これらに準ずる業務を行う職務 

（３） 保育士そ

の他これに準ず

る業務に従事す

１級 保育士の職務 
その他これに準ずる業務を行う職務 
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るフルタイム会

計年度任用職員

で規則で定める

もの 

（４） 学業支援

員その他これに

準ずる業務に従

事するフルタイ

ム会計年度任用

職員で規則で定

めるもの 

１級 学業支援員の職務 
その他これに準ずる業務を行う職務 

別表第３（第１６条関係） 

パートタイム会計年度任用職員給料表 

職種の区分 月額 

（１） 一般行政事務 給与条例別表第１行政職給料表一に定め

る１級における９３号給の給料月額 
給与条例別表第２行政職給料表二に定め

る１級における１２１号給の給料月額 

（２） 保健師、管理栄養

士、介護支援専門員その他

これらに準ずる業務に従事

するパートタイム会計年度

任用職員で規則で定めるも

の 

給与条例別表第１行政職給料表一に定め

る１級における９３号給の給料月額 

（３） 保育士その他これに

準ずる業務に従事するパー

トタイム会計年度任用職員

で規則で定めるもの 

給与条例別表第１行政職給料表一に定め

る１級における９３号給の給料月額 

（４） 学業支援員その他こ

れに準ずる業務に従事する

パートタイム会計年度任用

給与条例別表第１行政職給料表一に定め

る１級における９３号給の給料月額 
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 職員で規則で定めるもの  
備考  

（１） 月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額 

月額に当該パートタイム会計年度任用職員について定められた１週間

当たりの勤務時間を３８．７５で除して得た数を乗じて得た額（１円未

満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額。以下同じ。） 

（２） 日額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額 

月額を２１で除して得た額に、当該パートタイム会計年度任用職員に

ついて定められた１日当たりの勤務時間を７．７５で除して得た数を乗

じて得た額 

（３） 時間額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額 

月額を１６２．７５で除して得た額 
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議第４８号 

 

会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整理等に関する条例の

制定について 

 

会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整理等に関する条例を次の

ように制定するものとする。 

 

令和元年８月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整理等に関する条例 

（瑞浪市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第１条 瑞浪市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条

例第６号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「占める職員」の次に「及び同法第２２条の２第１項第２号に

掲げる職員」を加える。 

（瑞浪市職員の分限に関する条例の一部改正） 

第２条 瑞浪市職員の分限に関する条例（昭和２９年条例第３９号）の一部

を次のように改正する。 

第３条に次の１項を加える。 

４ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第１項の

規定の適用については、同項中「３年を超えない範囲内」とあるのは「 

法第２２条の２第１項及び第２項の規定に基づき任命権者が定める任期

の範囲内」とする。 

（瑞浪市職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例の一部改正） 

第３条 瑞浪市職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例（昭和２９年条例

第４０号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「勤務地手当の合計額」を「地域手当の合計額（法第２２条の
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２第１項第１号に掲げる職員にあっては、報酬（瑞浪市会計年度任用職員

の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年条例第 号）第１６条に規定

する報酬をいう。）の額）」に改める。 

（瑞浪市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第４条 瑞浪市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第２号）の一

部を次のように改正する。 

第２条に次の１号を加える。 

（３） 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

（ア） 任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に引

き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員 

（イ） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子を

いう。以下同じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月

到達日」という。）（第２条の４の規定に該当する場合にあって

は、２歳に達する日）までに、その任期（任期が更新される場合

にあっては、更新後のもの）が満了すること及び特定職に引き続

き採用されないことが明らかでない非常勤職員 

（ウ） 勤務日の日数を考慮して市の規則で定める非常勤職員 

イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養育

する子が１歳に達する日（以下この号及び同条において「１歳到達

日」という。）（当該子について当該非常勤職員がする育児休業の

期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）において育児休業をしている非常勤職員

に限る。） 

ウ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしてい

る非常勤職員であって、当該育児休業に係る子について、当該任期

が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用される

ことに伴い、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日

を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 

第２条の３を第２条の５とし、第２条の２の次に次の２条を加える。 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 
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第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

（１） 次号及び第３号に掲げる場合以外の場合 非常勤職員の養育す

る子の１歳到達日 

（２） 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の

事情にある者を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育する子の

１歳到達日以前のいずれかの日において当該子を養育するために育児

休業法その他の法律の規定による育児休業（以下この条及び次条にお

いて「地方等育児休業」という。）をしている場合において当該非常

勤職員が当該子について育児休業をしようとする場合（当該育児休業

の期間の初日とされた日が当該子の１歳到達日の翌日後である場合又

は当該地方等育児休業の期間の初日前である場合を除く。） 当該子

が１歳２か月に達する日（当該日が当該育児休業の期間の初日とされ

た日から起算して育児休業等可能日数（当該子の出生の日から当該子

の１歳到達日までの日数をいう。）から育児休業等取得日数（当該子

の出生の日以後当該非常勤職員が労働基準法（昭和２２年法律第４９

号）第６５条第１項及び第２項の規定により勤務しなかった日数と当

該子について育児休業をした日数を合算した日数をいう。）を差し引

いた日数を経過する日より後の日であるときは、当該経過する日） 

（３） １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、非常勤

職員が当該子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲

げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号

に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日

と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、その

いずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期間においてこの

号に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日と

する育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、 

又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、 

当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の
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期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次に掲げる

場合のいずれにも該当するとき 当該子の１歳６か月到達日 

ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非

常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到

達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）において育児

休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到

達日（当該配偶者がする地方等育児休業の期間の末日とされた日が 

当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日） 

において地方等育児休業をしている場合 

イ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続

的な勤務のために特に必要と認められる場合として市の規則で定め

る場合に該当する場合 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月

から２歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳

６か月到達日の翌日（当該子の１歳６か月到達日後の期間においてこの

条の規定に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児

休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当該任

期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の

末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日と

する育児休業をしようとする場合であって、次の各号のいずれにも該当

するときとする。 

（１） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日

において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該

子の１歳６か月到達日において地方等育児休業をしている場合 

（２） 当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をするこ

とが継続的な勤務のために特に必要と認められる場合として市の規則

で定める場合に該当する場合 

第３条に次の２号を加える。 

（７） 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は第２条の４

の規定に該当すること。 
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（８） その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をして

いる非常勤職員が、当該育児休業に係る子について、当該任期が更新

され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されることに伴

い、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日を育児休業

の期間の初日とする育児休業をしようとすること。 

第７条第２項中「いる職員」の次に「（地方公務員法（昭和２５年法律 

第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）」

を加える。 

第９条中「した職員」の次に「（地方公務員法第２２条の２第１項に規

定する会計年度任用職員を除く。）」を加える。 

第１８条中「育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時

間勤務をしている」を「次に掲げる」に改め、同条に次の各号を加える。 

（１） 育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をしている職員 

（２） 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地方公

務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（ 

以下「再任用短時間勤務職員」という。）を除く。） 

ア 特定職に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員 

イ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して市の規則で定

める非常勤職員 

第１９条第１項中「勤務時間」の次に「（非常勤職員（再任用短時間勤

務職員を除く。以下この条において同じ。）にあっては、当該非常勤職員

について定められた勤務時間）」を加え、同条第２項中「しない職員」の

次に「（非常勤職員を除く。）」を加え、同条に次の１項を加える。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、当該非

常勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時間４５分を減

じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職員が労働基準法（昭和２２

年法律第４９号）第６７条の規定による育児時間又は育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律

第７６号）第６１条第３２項において読み替えて準用する同条第２９項

の規定による介護をするための時間（以下「介護をするための時間」と

いう。）の承認を受けて勤務しない場合にあっては、当該時間を超えな

-18-



を別表中 

い範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間又は当該介護をするための

時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で）

行うものとする。 

（瑞浪市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の

一部改正） 

第５条 瑞浪市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条

例（昭和４２年条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第３条第２項中「公務上の」を「公務又は通勤により生じた」に改め、

同条第３項中「きかなければ」を「聴かなければ」に改める。 

第１３条及び第１４条第２項中「一に」を「いずれかに」に改める。 

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される瑞浪市職員の処遇等に関する

条例の一部改正） 

第６条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される瑞浪市職員の処遇等に関

する条例（昭和６３年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に、「条件附

採用」を「条件付採用」に改め、同項第５号中「一に」を「いずれかに」

に改める。 

（瑞浪市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部改正） 

第７条 瑞浪市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平成１４年条

例第６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に、「条件附

採用」を「条件付採用」に改める。 

（瑞浪市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第８条 瑞浪市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和

５５年条例第４号）の一部を次のように改正する。 

    「 

学校給

食セン

ター運

営委員

会委員 

執

務

１

日

に 

大学教授・准教授、弁護

士、医師等高度な知識を

有する学識経験者の委員

８，０００円

その他の委員 

瑞浪市職員の旅

費に関する条例

（昭和２９年条

例第１９号）に

規定する額 
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                                 」 

「 

学校給

食セン

ター運

営委員

会委員 

執

務

１

日

に

つ

き 

大学教授・准教授、弁護

士、医師等高度な知識を

有する学識経験者の委員

８，０００円

その他の委員 

５，０００円

瑞浪市職員の旅

費に関する条例

（昭和２９年条

例第１９号）に

規定する額 

 

その他

の非常

勤の特

別職職

員 

規

則

で

定

め

る

期

間

に

つ

き 

次の各号に掲げる場合に

応じ、当該各号に掲げる

額を超えない範囲内にお

いて規則で定める額 

（１） 日額で定める

場合 １５，０００

円 

（２） 月額で定める

場合 ７０，０００

円 

（３） 年額で定める

場合 ２４０，００

０円 

                            」 

（瑞浪市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第９条 瑞浪市職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第１９号）の一部

を次のように改正する。 

第１８条第１項中「、若しくは法第１６条第１号に該当して同法第２８ 

  つ

き 

５，０００円  

地方公務員法第３条第３項第３号に規定する職にある者

については、規則に定める。 

に改める。 
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条第４項の規定により失職し」を削り、同条第４項中「、若しくは失職し」

を削り、「給料」の次に「（育児短時間勤務職員等にあっては、給料の月 

額を算出率で除して得た額）」を加える。 

第１８条の２第２号中「（同法第１６条第１号に該当して失職した職員

を除く。）」を削る。 

第１９条第１項中「、若しくは法第１６条第１号に該当して同法第２８

条第４項の規定により失職し」を削り、同条第２項第１号中「、若しくは

失職し」を削り、同条第３項中「給料の月額」の次に「（育児短時間勤務

職員等にあっては、給料の月額を算出率で除して得た額）」を加える。 

第２０条の２を次のように改める。 

（非常勤職員の給与） 

第２０条の２ この条例に定めるもののほか、常勤を要しない職員の給与

は、別に条例で定める。 

第２１条第６項中「当該各項に」を「これらの規定に」に改め、「、若

しくは法第１６条第１号に該当して同法第２８条第４項の規定により失職

し」を削り、「当該各項の」を「それぞれ第２項又は第３項の規定の」に

改める。 

（瑞浪市職員の旅費に関する条例の一部改正） 

第１０条 瑞浪市職員の旅費に関する条例（昭和２９年条例第１９号）の一

部を次のように改正する。 

第２条第１項第 1 号中「及び瑞浪市職員の給与に関する条例（昭和３２

年条例第１９号）の適用を受ける者」を「、瑞浪市職員の給与に関する条

例（昭和３２年条例第１９号）の適用を受ける者及び地方公務員法（昭和

２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項第２号に規定する者」に改め、

同項中第８号を第９号とし、第２号から第７号までを１号ずつ繰下げ、同

項第１の２号中「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）」を「地方

公務員法」に改め、同号を同項第２号とする。 

第３条第２項中「一に」を「いずれかに」に改め、同条第３項中「第１

６条第２号から第５号まで」を「第１６条各号」に、「場合には」を「と

きは」に改め、同条第５項中「。以下この条において同じ」を削り、「第

４条第３項」を「次条第３項」に改め、同条第６項中「できる者」の次に
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「（その者の扶養親族の旅行について旅費の支給を受けることができる場

合には、当該扶養親族を含む。）」を加える。 

第１８条中「第６条の２第８項」を「第６条の２第７項」に改める。 

第２１条第３項中「第２条第１項第８号」を「第２条第１項第９号」に

改める。 

第２１条の７の４第１項中「一に」を「いずれかに」に改める。 

（瑞浪市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第１１条 瑞浪市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年

条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

第１５条第２項中「地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法

律第１１０号）に規定する部分休業」を「部分休業（当該職員が、その小

学校就学の始期に達するまでの子を養育するため又は大学その他の教育施

設における修学のため勤務時間の一部を勤務しないことをいう。）」に改

める。 

第１６条の２中「地方公務員の育児休業等に関する法律」を「地方公務

員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）」に改め、同条

の次に次の２条を加える。 

（自己啓発等休業の承認を受けた職員の給与） 

第１６条の３ 地方公務員法第２６条の５第１項の承認を受けた職員には、

同項の自己啓発等休業をしている期間については、給与を支給しない。 

（配偶者同行休業の承認を受けた職員の給与） 

第１６条の４ 地方公務員法第２６条の６第１項の承認を受けた職員には、

同項の配偶者同行休業をしている期間については、給与を支給しない。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第９条中瑞浪市職 

員の給与に関する条例第１８条、第１８条の２及び第１９条の改正規定並び 

に第１０条中瑞浪市職員の旅費に関する条例第３条、第２１条及び第２１条

の７の４の改正規定は、公布の日から施行する。 
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議第４９号 

 

   瑞浪市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 瑞浪市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

るものとする。 

 

  令和元年８月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

瑞浪市職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第１９号）の一部を次の

ように改正する。 

 第１１条第２項第２号中「自動車等の使用距離」を「自動車等の使用距離

（以下この号において「使用距離」という。）」に改め、同号の表を次のよ

うに改める。 

片道の使用距離以上未満 手当額 

ｋｍ 円

  ～ ５ ２，０００

５～１０ ４，２００

１０～１５ ７，１００

１５～２０ １０，０００

２０～２５ １２，９００

２５～３０ １５，８００

３０～３５ １８，７００

３５～４０ ２１，６００

４０～４５ ２４，４００

４５～５０ ２６，２００

５０～５５ ２８，０００
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５５～６０ ２９，８００

６０～ ３１，６００

   附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第５０号 

 

瑞浪市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 瑞浪市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

                                   

  令和元年８月２８日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市印鑑条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市印鑑条例（昭和５２年条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項中「本市の」を「本市が備える」に改める。 

 第５条第２項第１号中「氏、名」の次に「、旧氏（住民基本台帳法施行令

（昭和４２年政令第２９２号。以下「令」という。）第３０条の１３に規定

する旧氏をいう。以下同じ。）」を加え、「住民基本台帳法施行令（昭和４ 

２年政令第２９２号）第３０条の２６第１項」を「令第３０条の１６第１項」

に改め、「又は氏名」の次に「、旧氏」を加え、同項第２号中「氏名」の次 

に「、旧氏」を加える。 

 第６条第３号を次のように改める。 

（３） 氏名（氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記載（法第６条

第３項の規定により磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項

を確実に記録しておくことができる物を含む。以下同じ。）をもって調

製する住民票にあっては、記録。以下同じ。）がされている場合にあっ

ては氏名及び当該旧氏、外国人住民に係る住民票に通称の記載がされて

いる場合にあっては氏名及び当該通称） 

 第６条中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号を第６号とし、第８

号を第７号とし、同条に次の１項を加える。 

２ 市長は、統合管理する限り、印影と印影以外の事項とを別葉の印鑑登録

原票に登録することができるものとする。この場合において、印影以外の
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事項を登録した印鑑登録原票については磁気ディスクをもって調製するこ

とができるものとする。 

第１１条第１項中「写し」の次に「（印鑑登録原票に登録されている印影

を光学画像読取装置（これに準ずる方法により一定の画像を正確に読み取る

ことができる機器を含む。）により読み取って磁気ディスクに記録したもの

に係るプリンターからの打出しを含む。次項において同じ。）」を加え、同

項第１号を次のように改める。 

（１） 氏名（氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記載がされてい

る場合にあっては氏名及び当該旧氏、外国人住民に係る住民票に通称の

記載がされている場合にあっては氏名及び当該通称） 

第１１条第１項中第３号を削り、第４号を第３号とし、同項第５号中「記

録されている」を「記載がされている」に改め、同号を同項第４号とする。 

第１４条第１項第２号中「氏名、氏」の次に「（氏に変更があった者にあ

っては、住民票に記載がされている旧氏を含む。）」を加える。 

附 則 

この条例は、令和元年１１月５日から施行する。 
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議第５１号 

 

瑞浪市保育の必要性の認定に関する条例等の一部を改正する条例の制

定について 

 

瑞浪市保育の必要性の認定に関する条例等の一部を改正する条例を次のよ

うに制定するものとする。 

 

令和元年８月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市保育の必要性の認定に関する条例等の一部を改正する条例 

 （瑞浪市保育の必要性の認定に関する条例の一部改正） 

第１条 瑞浪市保育の必要性の認定に関する条例（平成２６年条例第２９号） 

の一部を次のように改正する。 

第１条中「第２０条」の次に「及び第３０条の５」を加える。 

第３条各号列記以外の部分を次のように改める。 

保育の必要性の認定は、小学校就学前子どもの保護者のいずれもが、

次の各号のいずれかの事由に該当する場合に行うものとする。 

第３条第２号中「第１条」を「第１条の５」に改める。 

第５条各号列記以外の部分を次のように改める。 

小学校就学前子どもが特定教育・保育施設を優先的に利用できるのは、

当該小学校就学前子どもが次の各号のいずれかの事由に該当する場合と

する。 

（瑞浪市子どものための教育・保育に関する利用者負担額を定める条例の

一部改正） 

第２条 瑞浪市子どものための教育・保育に関する利用者負担額を定める条

例（平成２７年条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項及び附則第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付

-27-



認定保護者」に改める。 

（瑞浪市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部改正） 

第３条 瑞浪市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年条例第３

２号）の一部を次のように改正する。 

別表第２の１５の項中「子どものための教育・保育給付」の次に「若し

くは子育てのための施設等利用給付」を加える。 

附 則 

 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 
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議第５２号 

 

瑞浪市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和元年８月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

 第１０条第３項中「都道府県知事」の次に「又は地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市の長」を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第５３号 

 

瑞浪市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例を次のように制定するも

のとする。 

 

令和元年８月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 

瑞浪市道路占用料徴収条例（平成１７年条例第１４号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条第１項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に改正前の条例第２条の規定に基づく占用料の

うち、占用期間が１月に満たない場合の占用料の額については、改正後の

条例第２条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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議第５４号 

 

   瑞浪市水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

 

  令和元年８月２８日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市水道事業給水条例（平成９年条例第１９号）の一部を次のように改

正する。 

 第３０条中「第５条」を「第６条」に改める。 

附 則 

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 
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議第５５号 

 

瑞浪市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

 

 瑞浪市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように制定するものとする。 

 

  令和元年８月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

   瑞浪市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改

正する条例 

 瑞浪市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４１年条

例第２０号）の一部を次のように改正する。 

 第４条中「一に」を「いずれかに」に改め、同条中第１号を削り、同条第

２号中「禁こ」を「禁錮」に、「、又は」を「又は」に改め、同号を同条第

１号とし、同条第３号中「免職」を「懲戒免職」に改め、同号を同条第２号

とし、同条第４号を同条第３号とする。 

 第５条第１項中「１に」を「いずれかに」に改め、同条第２項中「１に」

を「いずれかに」に改め、同項第１号中「前条第３号」を「前条第２号」に

改める。 

 第６条第１項中「１に」を「いずれかに」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議第５６号 

  

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

  

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  

令和元年８月２８日 提出 

  

瑞浪市長 水 野 光 二    

  

  

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例 

瑞浪市手数料条例（平成１２年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 別表９の部３の項金額の欄オ中「１５８万円」を「１５９万円」に、「１

９４万円」を「１９５万円」に、「２２６万円」を「２２７万円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市手数料条例の規定は、この条例の施行の

日以降に申請を受理するものから適用し、同日前までに申請を受理したも

のについては、なお従前の例による。 
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議第５７号 

 
東濃農業共済事務組合規約の変更について 

 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、

東濃農業共済事務組合規約を次のとおり変更することについて、同法第２９

０条の規定により議会の議決を求める。 

 
  令和元年８月２８日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 
   東濃農業共済事務組合規約の一部を改正する規約 

東濃農業共済事務組合規約（平成８年岐阜県指令恵総第１４９８号）の一

部を次のように改正する。 

第１４条の次に次の１条を加える。 

 （解散した場合の事務の承継） 

第１５条 組合が解散した場合においては、中津川市が事務を承継する。 

   附 則 

この規約は、岐阜県知事の許可のあった日から施行する。 
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議第５８号 

 
東濃農業共済事務組合の解散について 

 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８８条の規定により、東濃農

業共済事務組合を次のとおり解散することについて、同法第２９０条の規定

により議会の議決を求める。 

 
  令和元年８月２８日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 
１ 解散の期日 

令和２年３月３１日をもって解散するものとする。 

 
２ 解散の理由 

農業共済事業のより一層の効率化、合理化を目指して、令和２年４月１日

に県下全域を対象とした岐阜県農業共済組合を設立するため、東濃農業共済

事務組合を解散しようとするものである。 
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議第５９号 

 
東濃農業共済事務組合の解散に伴う財産処分について 

 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８９条の規定により、東濃農

業共済事務組合の解散に伴う財産処分を、次のとおり関係市と協議のうえ定

めることについて、同法第２９０条の規定により議会の議決を求める。 

 
  令和元年８月２８日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 
東濃農業共済事務組合を解散することに伴い、同組合の財産を全て岐阜県

農業共済組合へ帰属させるものとする。 
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議第６０号 

 

   訴えの提起について 

 

 市営住宅の明渡し及び滞納家賃等の支払を求める訴えを、次のとおり提起

（和解の申立てを含む。）する。 

 

令和元年８月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

１ 訴えを提起する相手方  

   市外在住の女性 

 

 

 

２ 対象物件 

   瑞浪市営住宅 

 

３ 請求の趣旨 

   相手方は、市営住宅家賃を長期にわたり滞納し、再三の請求にもかか

わらず、これを支払わないため、市営住宅の明渡し及び滞納家賃等の支

払を求める訴えを名古屋地方裁判所に提起する。 

   支払を請求する滞納家賃等は、次のとおりとする。 

（１） 明渡請求の日までの滞納家賃 

(２） 明渡請求の翌日から当該住宅の明渡しを行う日までの期間につ

いては、瑞浪市営住宅管理条例（平成９年条例第１３号）第４０条第

４項に規定する金銭 

  （３） 訴訟費用 
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４ 訴訟遂行の方針 

 （１） 訴訟において請求が認容されないときは、上訴するものとする。 

（２） 訴訟において、当該住宅の明渡し及び滞納家賃等の支払につき和

解による解決が可能なときは、和解できるものとする。 

（３） 訴訟提起前に、相手方より滞納家賃等を完納する旨の申入れがあ

り、その履行が見込まれるときは、即決和解の申立てをするものとする。 
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議第６１号 

 

   訴えの提起について 

 

 市営住宅の明渡し及び滞納家賃等の支払を求める訴えを、次のとおり提起

（和解の申立てを含む。）する。 

 

令和元年８月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

１ 訴えを提起する相手方  

   市内在住の男性 

 

 

 

２ 対象物件 

   瑞浪市営住宅 

 

３ 請求の趣旨 

相手方は、市営住宅家賃を長期にわたり滞納し、再三の請求にもかか

わらず、これを支払わないため、市営住宅の明渡し及び滞納家賃等の支

払を求める訴えを岐阜地方裁判所多治見支部に提起する。 

   支払を請求する滞納家賃等は、次のとおりとする。 

（１） 明渡請求の日までの滞納家賃 

(２） 明渡請求の翌日から当該住宅の明渡しを行う日までの期間につ

いては、瑞浪市営住宅管理条例（平成９年条例第１３号）第４０条第

４項に規定する金銭 

  （３） 訴訟費用 
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４ 訴訟遂行の方針 

 （１） 訴訟において請求が認容されないときは、上訴するものとする。 

（２） 訴訟において、当該住宅の明渡し及び滞納家賃等の支払につき和

解による解決が可能なときは、和解できるものとする。 

（３） 訴訟提起前に、相手方より滞納家賃等を完納する旨の申入れがあ

り、その履行が見込まれるときは、即決和解の申立てをするものとする。 
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議第６２号 

 
人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 
人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（ 

昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

 
令和元年８月２８日 提出 

  
瑞浪市長 水 野 光 二    

  

   

氏    名 住         所 生 年 月 日 

伊 佐 治 康 利 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第６３号 

 
人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 
人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（ 

昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

 
令和元年８月２８日 提出 

  
瑞浪市長 水 野 光 二    

  

   

氏    名 住         所 生 年 月 日 

足 立 弘 文 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第６４号 

 
人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 
人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（ 

昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

 
令和元年８月２８日 提出 

  
瑞浪市長 水 野 光 二    

  

   

氏    名 住         所 生 年 月 日 

北 原 讓 介 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第６５号 

 
瑞浪市教育長の任命につき同意を求めることについて 

 
 瑞浪市教育長に次の者を任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項の規定により議会の

同意を求める。 

 
令和元年８月２８日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

氏    名 住         所 生 年 月 日 

山 田 幸 男 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第６６号 

 

   瑞浪市教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

 

 瑞浪市教育委員会委員に次の者を任命したいので、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定によ

り議会の同意を求める。 

 

  令和元年８月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

氏    名 住         所 生 年 月 日 

羽 柴  誠 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第６７号 

 
令和元年度瑞浪市一般会計補正予算（第２号） 

 
 令和元年度瑞浪市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６７６，５００千円

を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１６，１１０，５００

千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 既定の債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」によ

る。 

（地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の追加、廃止及び変更は、「第３表 地方債補正」に

よる。 

 
令和元年８月２８日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 市 税 ５，０９４，８００ １４０，０００ ５，２３４，８００

2 固定資産税 ２，３６９，８００ １４０，０００ ２，５０９，８００

10
地 方 特 例
交 付 金

４１，４００ ５０，３７４ ９１，７７４

1
地 方 特 例
交 付 金

４１，４００ △３，４４４ ３７，９５６

2
子ども・子育て
支援臨時交付金 ０ ５３，８１８ ５３，８１８

11 地 方 交 付 税 ２，９５０，０００ ５３，３７７ ３，００３，３７７

1 地方交付税 ２，９５０，０００ ５３，３７７ ３，００３，３７７

13
分 担 金 及 び
負 担 金

６２，２７７ △１１，２９１ ５０，９８６

2 負 担 金 ５３，９３９ △１１，２９１ ４２，６４８

14
使 用 料 及 び
手 数 料

４０２，３１７ △４８，１８２ ３５４，１３５

1 使 用 料 ２３６，９７３ △４８，１８２ １８８，７９１

15 国 庫 支 出 金 ２，０２６，７７７ ６２，４８８ ２，０８９，２６５

1 国庫負担金 １，０７１，４９４ １１，２７３ １，０８２，７６７

2 国庫補助金 ９４７，８１７ ５１，２１５ ９９９，０３２

16 県 支 出 金 １，２６２，３１３ １８，８６６ １，２８１，１７９

1 県 負 担 金 ５２９，４０３ ５，６３７ ５３５，０４０

2 県 補 助 金 ６２６，９９５ １３，２２９ ６４０，２２４

17 財 産 収 入 ９１，５４９ ３０８，９７３ ４００，５２２

2
財 産
売 払 収 入

７９１ ３０８，９７３ ３０９，７６４

18 寄 附 金 １００，２８０ ２８９ １００，５６９

1 寄 附 金 １００，２８０ ２８９ １００，５６９

19 繰 入 金 ４７６，９７０ △１９７，８８３ ２７９，０８７

1 基金繰入金 ４２１，０９９ △１９７，８８３ ２２３，２１６

20 繰 越 金 １００，０００ ４９２，８８３ ５９２，８８３

1 繰 越 金 １００，０００ ４９２，８８３ ５９２，８８３

21 諸 収 入 ２３８，９１７ ４，８０６ ２４３，７２３

4 雑 入 １２７，６１１ ４，８０６ １３２，４１７

22 市 債 １，４９０，１００ △１９８，２００ １，２９１，９００

1 市 債 １，４９０，１００ △１９８，２００ １，２９１，９００

歳　　入　　合　　計 １５，４３４，０００ ６７６，５００ １６，１１０，５００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 総 務 費 １，７３０，４０６ ６２６，５９７ ２，３５７，００３

1 総務管理費 １，３６９，６１３ ６２４，０１３ １，９９３，６２６

2 徴 税 費 １９９，８８８ ２，５００ ２０２，３８８

3
戸 籍 住 民
基本台帳費

７７，４８９ ８４ ７７，５７３

3 民 生 費 ４，８６１，８７６ △４４，１５９ ４，８１７，７１７

1 社会福祉費 ２，７１６，６４０ △２，３５７ ２，７１４，２８３

2 児童福祉費 １，９３２，３５１ △４２，３８７ １，８８９，９６４

3 生活保護費 ２１２，３８５ ５８５ ２１２，９７０

4 衛 生 費 １，３８５，７２４ △１８，６００ １，３６７，１２４

2 清 掃 費 ９１２，４３８ △１８，６００ ８９３，８３８

6 農林水産業費 ６０３，７５５ １９，８００ ６２３，５５５

1 農 業 費 ５６４，２６９ １９，８００ ５８４，０６９

7 商 工 費 ４６３，８８９ ３，１００ ４６６，９８９

1 商 工 費 ４６３，８８９ ３，１００ ４６６，９８９

8 土 木 費 １，３６５，２２４ ８７，３４８ １，４５２，５７２

1 土木管理費 ５３，４６６ △１６，８００ ３６，６６６

2 道路橋梁費 ７１９，１１３ ３１，９００ ７５１，０１３

3 河 川 費 ９４，４１２ ６１，０００ １５５，４１２

4 都市計画費 ３３５，４９４ ８，１４８ ３４３，６４２

5 住 宅 費 １６２，７３９ ３，１００ １６５，８３９

9 消 防 費 ９８６，５２０ ４，８６３ ９９１，３８３

1 消 防 費 ９８６，５２０ ４，８６３ ９９１，３８３

10 教 育 費 １，６４１，１９４ △２１，９５４ １，６１９，２４０

1 教育総務費 ２５５，８６７ △９，２００ ２４６，６６７

2 小 学 校 費 ２９２，１６８ △６，７４２ ２８５，４２６

3 中 学 校 費 ２０４，３１８ △６，６００ １９７，７１８

4 幼 稚 園 費 １９０，３９６ ５，５４８ １９５，９４４

5 社会教育費 ４２７，８７３ ８６０ ４２８，７３３

6 保健体育費 ２７０，５７２ △５，８２０ ２６４，７５２

12 公 債 費 １，６０６，３０５ △２９５ １，６０６，０１０

1 公 債 費 １，６０６，３０５ △２９５ １，６０６，０１０
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(単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

13 諸 支 出 金 ５７１，８１７ １９，８００ ５９１，６１７

1 公営企業費 ５７１，８１７ １９，８００ ５９１，６１７

歳　　出　　合　　計 １５，４３４，０００ ６７６，５００ １６，１１０，５００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為 補 正

　（追加） （単位：千円）

期　　　　　間 限　　度　　額

令和元年度から
令和２年度まで

９，０００

令和元年度から
令和２年度まで

７，０００

令和元年度から
令和２年度まで

７５，４００

令 和 ２ 年 度 ９０，０００

令和２年度から
令和６年度まで

１１，０００

旧 森 川 善 章 家 住 宅 （ 新 森 ） 施 設 保 存 工 事 費

事　　　　　　　　　　項

旧 森 川 善 章 家 住 宅 （ 新 森 ） 工 事 監 理 業 務 委 託 料

塵 芥 収 集 車 両 購 入 費

猿 爪 川 改 修 工 事 費

図 書 館 シ ス テ ム 保 守 管 理 委 託 料
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第 ３ 表　　地 方 債 補 正

（追加） （単位：千円）

（廃止） （単位：千円）

償 還 の 方 法

釜 糠 川 地 す べ り
対 策 事 業

起 債 の 目 的 限度額

年 ３．０ ％ 以 内 （ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金につい
て、利率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

49,000

起債の
方法 利　　率

市 民 公 園 施 設
整 備 事 業

起 債 の 目 的 限度額 起債の
方法

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には借
入先と協定し、その条件に従うもの
とする。ただし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換
することができる。

普通
貸借
又は
証券
発行13,000

1,200

70,600

利　　率 償 還 の 方 法

不 燃 物 最 終
処 分 場 整 備 事 業 17,200

普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３．０ ％ 以 内 （ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金につい
て、利率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には借
入先と協定し、その条件に従うもの
とする。ただし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換
することができる。

旧 日 吉 中 学 校
転 用 改 修 事 業 38,000

県 営 事 業 負 担 金
事 業 （ 県 営 た め
池 等 整 備 事 業 ）

市 道 等 整 備
交 付 金 事 業

土岐橋架替関連事業

消 防 ポ ン プ 自 動 車
等 更 新 事 業

瑞 浪 恵 那 道 路
整 備 関 連 事 業

論 栃 ３ 号 線
道 路 改 良 事 業

県 営 急 傾 斜 地
崩 壊 対 策 負 担 事 業

県 単 急 傾 斜 地
崩 壊 対 策 事 業

都市公園再整備事業 30,700

14,100

狭 あ い 道 路 整 備
等 促 進 事 業 9,000

21,600

15,500

27,000

1,800

5,700
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（変更） （単位：千円）

起債の
方法 利率

起債の
方法

補　　正　　後

償還の
方法

起 債 の 目 的

32,300

限度額限度額

補　　正　　前

利率 償還の方法

12,000

補正
前に
同じ

補正
前に
同じ

補正
前に
同じ

60,800

50,000

447,300

一 般 会 計 出 資 債

普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３ ． ０ ％ 以
内 （ただし、利
率 見 直 し 方 式
で借り入れる政
府資金及 び地
方公共団 体金
融 機 構 資 金 に
ついて、利率見
直しを行った後
においては、当
該 見 直 し 後 の
利率）

政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合には
借入先と協定し、
その条件に従うも
のとする。ただし、
市財政の都合に
より据置期間及び
償還期限を短縮
し、もしくは繰上
償還又は低利に
借換することがで
きる。

猿爪川浸水対策事業

消 防 団 拠 点
施 設 建 設 事 業

臨 時 財 政 対 策 債

24,300

61,900

500,000
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議第６８号 

 
令和元年度瑞浪市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 
 令和元年度瑞浪市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次

に定めるところによる。なお、改元日以降の平成３１年度予算における元号

の表示について、 「令和」に統一する。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３５，２００千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，６０３，２００千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、 「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 
令和元年８月２８日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

5 繰 入 金 ３２８，７００ △５，０００ ３２３，７００

1
一 般 会 計
繰 入 金

２６７，７００ △５，０００ ２６２，７００

6 繰 越 金 １０，０００ ４０，２００ ５０，２００

1 繰 越 金 １０，０００ ４０，２００ ５０，２００

歳　　入　　合　　計 ３，５６８，０００ ３５，２００ ３，６０３，２００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 総 務 費 ７１，３６８ △５，０００ ６６，３６８

1 総務管理費 ７１，３６８ △５，０００ ６６，３６８

5 基 金 積 立 金 ２９５ １６，０００ １６，２９５

1 基金積立金 ２９５ １６，０００ １６，２９５

6 諸 支 出 金 ５，４１７ ２４，２００ ２９，６１７

1
償還金及び
還付加算金

５，４１７ ２４，２００ ２９，６１７

歳　　出　　合　　計 ３，５６８，０００ ３５，２００ ３，６０３，２００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第６９号 

 
令和元年度瑞浪市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 
 令和元年度瑞浪市の介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定

めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８１，４００千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，５４６，１００千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、 「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 
令和元年８月２８日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

7 繰 入 金 ６２６，５７３ ９００ ６２７，４７３

1
一 般 会 計
繰 入 金

６０８，５１２ ９００ ６０９，４１２

8 繰 越 金 ５，０５０ ８０，５００ ８５，５５０

1 繰 越 金 ５，０５０ ８０，５００ ８５，５５０

歳　　入　　合　　計 ３，４６４，７００ ８１，４００ ３，５４６，１００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

3 基 金 積 立 金 ２００ ４６，８００ ４７，０００

1 基金積立金 ２００ ４６，８００ ４７，０００

4
地 域 支 援
事 業 費

２２７，１２５ ９００ ２２８，０２５

3
包括的支援事業
・ 任 意 事 業 費 ７８，３６５ ９００ ７９，２６５

5 諸 支 出 金 ５，０５０ ３３，７００ ３８，７５０

1
償還金及び
還付加算金

５，０５０ ３３，７００ ３８，７５０

歳　　出　　合　　計 ３，４６４，７００ ８１，４００ ３，５４６，１００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第７０号 

 

令和元年度瑞浪市水道事業会計補正予算（第１号） 

 

（総則） 

第１条 令和元年度瑞浪市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。なお、改元日以降の平成３１年度予算における元号の表

示について、「令和」に統一する。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和元年度瑞浪市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３

条中収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科   目）  （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

          収      入 

 第１款 水道事業収益 1,149,500千円    700千円  1,150,200千円 

  第２項 営業外収益   216,924千円    700千円    217,624千円 

                        支      出 

 第１款 水道事業費用  1,129,800千円  4,300千円   1,134,100千円 

  第１項 営業費用  1,094,569千円  4,300千円  1,098,869千円 

（資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条中「３５２，０００千円」を「３３１，７００千円」に、 

「３３２，１９７千円」を「３１１，８９７千円」に改め、資本的収入の

予定額を次のとおり補正する。 

（科   目）  （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

                        収      入 

 第１款 資本的収入     108,200千円   20,300千円    128,500千円 

  第３項 出資金     51,627千円   20,300千円     71,927千円 

  （議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第４条 予算第８条に定めた経費の金額を次のとおり改める。 

（科   目）  （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

 （１） 職員給与費       39,562 千円   4,300 千円     43,862 千円 

（他会計からの補助金） 
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第５条 予算第９条中「６５，５２４千円」を「６６，２２４千円」に改め

る。 

 

  令和元年８月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第７１号 

 

令和元年度瑞浪市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

（総則） 

第１条 令和元年度瑞浪市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。なお、改元日以降の平成３１年度予算における元号の

表示について、「令和」に統一する。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和元年度瑞浪市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第

３条中収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科   目）    （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

                       収      入 

 第１款 下水道事業収益  1,184,600千円 △1,200千円  1,183,400千円 

  第２項 営業外収益      638,644千円 △1,200千円    637,444千円 

                       支      出 

 第１款 下水道事業費用  1,177,800千円   △800千円  1,177,000千円 

  第１項 営業費用      1,040,905千円   △900千円  1,040,005千円 

  第２項 営業外費用      133,577千円     100千円    133,677千円 

（資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条中「３３２，０００千円」を「３３３，２００千円」に、 

「７，６５４千円」を「７，６６２千円」に、「３２４，３４６千円」を

「３２５，５３８千円」に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正す

る。 

  （科   目）    （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

                       支      出 

 第１款 資本的支出       699,600千円    1,200千円    700,800千円 

  第１項 建設改良費     164,552千円   1,200千円    165,752千円 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第４条 予算第９条に定めた経費の金額を次のとおり改める。 

    （科   目）     （既決予定額） （補正予定額）   （計） 
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 （１） 職員給与費        116,654 千円    400 千円    117,054 千円 

 

 

  令和元年８月２８日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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認第１号 

 

   平成３０年度瑞浪市一般会計決算の認定について 

 

 次の決算について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第

３項の規定により、監査委員の意見を添えて別紙のとおり認定に付する。 

 

  令和元年８月２８日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二  

 

 

１ 平成３０年度瑞浪市一般会計決算 
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認第２号 

 

   平成３０年度瑞浪市後期高齢者医療事業特別会計決算の認定について 

 

 次の決算について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第

３項の規定により、監査委員の意見を添えて別紙のとおり認定に付する。 

 

  令和元年８月２８日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

１ 平成３０年度瑞浪市後期高齢者医療事業特別会計決算 
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認第３号 

 

   平成３０年度瑞浪市国民健康保険事業特別会計決算の認定について 

 

 次の決算について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第

３項の規定により、監査委員の意見を添えて別紙のとおり認定に付する。 

 

  令和元年８月２８日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

１ 平成３０年度瑞浪市国民健康保険事業特別会計決算 
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認第４号 

 

   平成３０年度瑞浪市介護保険事業特別会計決算の認定について 

 

 次の決算について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第

３項の規定により、監査委員の意見を添えて別紙のとおり認定に付する。 

 

  令和元年８月２８日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

１ 平成３０年度瑞浪市介護保険事業特別会計決算 
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認第５号 

 

   平成３０年度瑞浪市介護サービス事業特別会計決算の認定について 

 

 次の決算について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第

３項の規定により、監査委員の意見を添えて別紙のとおり認定に付する。 

 

  令和元年８月２８日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

１ 平成３０年度瑞浪市介護サービス事業特別会計決算 
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認第６号 

 

   平成３０年度瑞浪市駐車場事業特別会計決算の認定について 

 

 次の決算について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第

３項の規定により、監査委員の意見を添えて別紙のとおり認定に付する。 

 

  令和元年８月２８日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

１ 平成３０年度瑞浪市駐車場事業特別会計決算 
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認第７号 

 
平成３０年度瑞浪市水道事業会計決算の認定について 

 
次の決算について、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０ 

条第４項の規定により、監査委員の意見を添えて別紙のとおり認定に付する。 

 
令和元年８月２８日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 
１ 平成３０年度瑞浪市水道事業会計決算 
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認第８号 

 
平成３０年度瑞浪市下水道事業会計決算の認定について 

 
次の決算について、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０ 

条第４項の規定により、監査委員の意見を添えて別紙のとおり認定に付する。 

 
令和元年８月２８日 提出 

 
瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 
１ 平成３０年度瑞浪市下水道事業会計決算 
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